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1 MACROBUTTON NUMBERING .

本マニュアルの目標は、租税目的のための情報交換に取り組む職員に、情報交換規定の運用の概要を説明し、そのような情報交換の効率を上げるための技術上および実務上の指針を与えることである。本マニュアルは、研修プログラムにも役立ち、税務当局が自らのマニュアルを設計あるいは改訂する際の有益な指針となるだろう。
2 MACROBUTTON NUMBERING .

本マニュアルはモジュラー・アプローチを採用しており、この最初のモジュールでは、情報交換の一般的法的側面について解説する。他の各モジュールでは、情報交換の特定の側面について解説する。個別モジュールで扱われる主題は以下のとおりである。
· 要請に基づく情報交換
· 自発的情報交換
· 自動的（定期的）情報交換
· 産業別情報交換
· 同時税務調査 

· 海外税務調査 

· 情報交換に関する国別プロフィール
· 情報交換文書およびモデル
3 MACROBUTTON NUMBERING .

これらモジュールのいくつかは一部の国には必要でない可能性がある。例えば、OECDモデル租税条約（「モデル租税条約」）の第26条は、自発的および自動的な情報交換だけでなく、締約国
 の要請に基づく情報交換も可能にする枠組みを提供しているが、2002年情報交換に関するモデル協定（「モデル協定」）は、要請に基づく情報交換に焦点を当て、自発的または自動的情報交換は取り上げていない。
従って、自発的もしくは自動的情報交換に関するモジュールは、モデル協定に基づく文書に基づいて情報交換を実施している国には不要である。モジュラー構成は、各国が自国の情報交換方針に関連するモジュールを選択的に使用できるようにして、このような相違に対処しようとしたものである。
4 MACROBUTTON NUMBERING .

これらのモジュールは、モデル租税条約の第26条もしくはモデル協定の規定に基づく文書に準拠した情報交換に焦点を当てている。他の情報交換文書またはモデルについては、必要に応じて言及されている
。脚注に欧州/OECD評議会の税務執行共助条約（「欧州/OECD共助条約」）の関連セクションへの参照が組み込まれている。
5 MACROBUTTON NUMBERING .

本マニュアルは、2004年6月に租税委員会により合意された改定第26条の本文に基づく情報交換について論じている。新たな第26条の本文が前バージョンと相違する場合、または関連する言葉が条文またはそのコメンタリーに追加されている場合、解説を添付の脚注に含めた。一般的にまた第26条に関するコメンタリーの序文で明白に述べられているように、多くの場合、これらの変更は、条文の実質を変えることではなく、その適切な解釈についての疑問を取り除くことが意図されている。
1.
変化する環境
6 MACROBUTTON NUMBERING .

過去数十年間に、各国の国民経済は、前例のない自由化とグローバリゼーションを経験した。ますます多くの国で、外国投資に対する規制の撤廃ないし制限、ならびに外国為替管理の緩和ないし撤廃が進んだ。税務当局はそれぞれの管轄区域にとどまっているが、納税者はグローバルに活動している。OECDは、このような不均衡と各国税制間の差を背景に、透明性と税務当局間の協力の改善に焦点を当てることにより、有害税制の問題に取り組んでいる。このアプローチは、ますます多くの非加盟国においても共有され、各国は、改善され拡大された税務共助への依存を徐々に高めてきている。より広い文脈では、税務共助が効率的に機能すれば、クロスボーダー取引にアクセスできる納税者が、国内市場だけで活動している納税者に比べて、より大きな脱税および租税回避の可能性を持つことはないことが保証される。また税務共助には、グローバル経済への参加には恩恵と責任の両方が伴うという基本原理が反映されている。開放された世界経済が存続し得るかどうかは、税務共助を含む国際協力にかかっている。
7 MACROBUTTON NUMBERING .

国際的な税務共助の重要な要素は情報交換である。それは、国々が自国の課税ベースへの主権を維持しながら租税条約相手国間における正しい課税権の分配を確保する有効な方法である。情報交換は、いくつかの異なった交換メカニズムに基づいて行われる。包括的な租税条約の文脈では、情報交換は、しばしばモデル租税条約第26条を手本とした規定に基づいて行われる。租税条約の文脈以外では、モデル協定に基づいて情報交換を実現するケースが増加している。
2.
情報交換の目的 

8 MACROBUTTON NUMBERING .

通常、情報交換は次の二つのいずれかの目的で行われる。第一は、租税条約の諸規則がそれに関連して適用される事実関係を確認するために情報交換が行われる場合。第二は、締約国の国内税法の運営と施行を助けるために情報交換が行われる場合である。前者のケースは、二国間租税条約に基づく情報交換に関連してのみ生じるが、後者のケースでは、二国間または多国間の共助または情報交換協定に関連して生じる。
3.
情報交換の法的根拠
9 MACROBUTTON NUMBERING .

租税目的のための情報交換の実施に法的根拠を与える国際的な法律文書が多数存在する。
· 一般的にOECDモデル租税条約（the OECD Model Convention on Income and on Capital）または国連モデル条約（United Nations Model Convention on Income and Capital）に基づく二国間租税条約。
· 一般的に2002年租税モデル協定 (the Model Agreement on Exchange of Information on Tax Matters)、欧州/OECD評議会の税務執行共助条約 (the Council of Europe/OECD Convention)、北欧執行共助条約 (the Nordic Assistance Convention)、CIAT (Inter-American Centre of Tax Administrations）が作成した情報交換に関するモデル協定(the Model Agreement on the Exchange of Tax Information)、またはロシア連邦が作成した税法遵守の問題における協力と共助に関するモデル協定 (Model Agreement on Co-operation and Mutual Assistance on Issues of Compliance with Tax Legislation) に基づく税情報交換協定等の特に税務共助を目的とした国際文書。
· 欧州共同体内における、共助に関するEC指令（指令77/799/EEC最新版）、VATのための情報交換に関する規則No 1798/2003、および物品税のための情報交換に関する規則No 2073/2004。
· 税犯罪の訴追における欧州刑事共助条約（1978年3月17日付追加プロトコルにより税務に拡張された）、または税犯罪における米州刑事共助条約（1992年5月23日付選択的プロトコルにより拡張された）等の国際的司法共助協定。
10 MACROBUTTON NUMBERING .

海外法域への支援の手続は国内法令の中にも規定できる。例えば、一部の国では、一定の条件および保護手段（例えば相互主義および情報の守秘義務）を前提に、国際協定なしに、国内法令の規定だけに基づいて、他の法域への情報提供を許している。 
11 MACROBUTTON NUMBERING .

二つ以上の法律文書が情報交換のベースとなり得る場合、通常、重複の問題は文書自体の中で措置が施されている
。適用文書が二つ以上の情報交換規定を予期し、それと反対の国内規則がなければ、権限ある当局は、通常、ケースバイケースで適切な文書を自由に選択できる。これらのケースでは、権限ある当局間で、特定の状況でどのメカニズムを用いるかを決める共通の方法に関する合意がなされることが望ましい。
4.
租税犯罪事案における共助
12 MACROBUTTON NUMBERING .

モデル租税条約第26条およびモデル協定第１条は、租税犯罪が関与する事案における情報交換を許可している。締約国の法律制度の性格および特定事案の事実と状況次第では、照会または調査に犯罪的側面が含まれる場合、情報交換のベースとなりそれを可能にする代替的な法律文書
が存在する可能性がある。ある状況の下では、そのような文書を国々が優先的に使用する可能性がある
。欧州/OECD評議会の税務執行共助条約とは異なり、第26条モデル租税条約およびモデル協定
 のいずれにも、犯罪調査の段階に従ってその適用範囲が制限される規則は含まれていない。
したがって納税者に対し租税犯罪訴訟が提起されていても、権限ある当局は第26条またはモデル協定に基づいて情報を要請することができる（上記8項を参照）。但し言うまでもなく、情報要請は、第26条またはモデル協定がカバーする目的でなされねばならない。
13 MACROBUTTON NUMBERING .

用語「権限ある当局」は通常財務省または権限を与えられたその代理者を意味するので、第26条またはモデル協定に基づいて、ある国の司法当局が直接に他国に要請を送付することはできない。
14 MACROBUTTON NUMBERING .

他国からの情報を要請する現場職員は、第一に調査おける刑事的側面の存在について権限ある当局に通知しなければならない。その後、権限ある当局によって情報を要請するベースが決められる。
15 MACROBUTTON NUMBERING .

権限ある当局が、租税犯罪の刑事訴訟のために特定のタイプまたは特定の様式の情報を要請する場合、要請された権限ある当局が要請に応じられる能力は、要請された締約国の国内法に依存する。

5.
徴収共助
16 MACROBUTTON NUMBERING .

モデル租税条約第26条とモデル協定1条は、他方の締約国に代わってその徴税権を行使する権限を権限ある当局に与えるという意味の徴収共助を提供するものではない。しかし、モデル租税条約とモデル協定は共に「徴収」のための情報交換をその範囲に含んでいる。したがって、内国税の徴収を助ける情報を締約国間で交換することができる。
17 MACROBUTTON NUMBERING .

モデル租税条約第27条は徴収共助を扱っている。さらに北欧執行共助条約と欧州/OECD評議会の税務執行共助条約は共に徴収に関する条項を含んでいる。また、EUは租税債権の徴収共助に関する指令 (指令2001/44/EECにより修正された指令76/308/EEC）を作成している。
6.
情報交換の様式
18 MACROBUTTON NUMBERING .

第26条は幅広く情報交換を規定しており、情報交換の形態や方法を限定してはいない。情報交換の主要な形態は、要請に基づく情報交換、自動的情報交換、および自発的情報交換である。モデル協定は、自動的および自発的交換の可能性を含めることによって協力を拡大することで締約国が合意することは可能だが、要請に基づく情報交換にのみ適用される。

· 要請に基づく情報交換。要請に基づく情報交換とは、一方の権限ある当局が、他方の締約国の権限ある当局からの特定の情報を要請する状況を言う。
· 自動的情報交換。自動的に交換される情報は、典型的には同一種類の多数の個別ケースからなる情報であり、通常それは源泉地国の源泉から生じる例えば利子、配当、使用料、退職年金等の所得の詳細で構成される。この情報は送付国によって定期的に取得されるため（一般に支払者による支払の報告による）、条約相手国に送付可能である。自動的情報交換に興味のある権限ある当局は、通常このベースでどのような種類の情報を交換したいかについて事前に合意する。OECDは、自動的情報交換の効率と有効性を高めるために、標準書式と標準電子フォーマット（OECD標準磁気フォーマットまたは「SMF」として知られる）の両方を開発した。OECDはSMFの使用を推奨し、どの国でも使用できる自動的情報交換のためのモデル覚書を作成している。OECDはまた、最終的にSMFを代替する予定の自動情報交換用の「新世代の」送信フォーマット（標準送信フォーマットまたは「STF」として知られる）を開発している。
· 自発的情報交換。締約国の一つが、自国の税法の処理過程で条約相手国にとって税務上興味があると思われる情報を獲得し、この情報を相手国の要請なしに伝えた場合、この情報は自発的に交換されたことになる。この形態の情報交換の有効性は、外国の税務当局に関係する可能性のある情報を調査の過程で識別する税務調査官の能力に大きく依存している。自発的に情報を提供する締約国の権限ある当局は、送付側締約国の課税の調整につながる可能性があるので、受領側の税務当局からのフィードバックを要求すべきである。例えば、自国のある居住者に手数料が支払われたとの自発的な情報提供を受けた外国税務当局が、その手数料が実際には払われていないことを発見し、情報を提供した相手方にこの事実を報告する。その結果、手数料の控除が否認され、対応して課税所得が調整される。また積極的なフィードバックは自発的な情報提供を継続するインセンティブを税務調査官に与える。

19 MACROBUTTON NUMBERING .

上述の伝統的な形態以外の形態の情報交換もある。
· 同時税務調査。同時税務調査は、共通あるいは関連する利害を有する二カ国以上の国々が、関連する情報を交換するために、同時にかつ各自の領域で独立に税務調査を行いそれによって情報を入手する取り決めである。それらの情報が収集される各国間における既存の時効の相違は、事件を選択する上で考慮される主要な実務上の事柄の一つである。同時税務調査は、特に、移転価格や低税率地域がからんだ脱税スキームを特定する分野で有用である。OECDは同時税務調査の取り組みに関するモデル協定を策定している。
· 権限ある当局の権限を与えられた代理者の派遣。ある状況においては、特定事案の情報を収集するための海外派遣が有益である。しかしこの派遣は海外の法域の許可が必要であり（派遣国の法律がそれを許していることも必要）、さもなければ主権侵害となる。このように、かかる派遣を許可するか、許可する場合には外国の調査官の同席には納税者の同意が必要か（およびかかる派遣に関するすべての条件）等についての判断は、各国の単独の裁量に属している。また、調査官は権限ある当局の権限を与えられた代理者でなければならない。海外への派遣は様々なケースで生じる。それにより要請することの理解が得られ、情報の収集を容易にすると見られる場合は、情報を求めている国の要請で行われるかもしれない。情報収集の費用と負担の軽減は、被要請側の権限ある当局の主導によって可能と見られる。多くの国々では、他国の権限ある当局の権限を与えられた代理者が、税務調査に参加することが可能であり、この参加は、しばしば、ある居住者が外国の提携者との間に有している事業およびその他の関係を明確にする上で非常に価値がある。
· 産業別情報交換。産業別情報交換は特定の納税者に関するものではなく、例えば、製薬産業や石油産業など経済セクター全体に関するものである。産業別情報交換には、特定の経済セクターが機能しているしくみ、融資スキーム、価格決定方法、識別された脱税の傾向等を協議するための締約国代表者によるミーティングの開催が含まれる。
7.
情報交換の権限
20 MACROBUTTON NUMBERING .

ほとんどの国では、他国との関係は外務省の権限内にある。したがって、原則として外国との接触は外交ルートを通じてなされなければならない。しかし租税目的のための情報交換の場合、これはあまり実用的ではない。そこでモデル租税条約とモデル協定は、互いに直接に交渉し合う一つ以上の「権限ある当局」を締約国が指名することを許している。
 締約国によって指名される権限ある当局は、通常、財務省の上級職員（財務または税務当局の）またはその権限を付与された代表者である。
21 MACROBUTTON NUMBERING .

通常、権限ある当局が果たす役割は財務省内に集権化されている。このような中心的機構が存在することによって、情報交換政策に関する協力および必要な一貫性が確保される。しかし、たとえば国境を超えて労働力を雇用する場合など、国境の両側の地方税務当局間の直接的かつスピーディな接触だけが有効な情報交換手段である場合には、権限ある当局の責任の一部が地方レベルに委任される状況が存在する。しかし、これは権限ある当局がもはや関与しないという意味ではない。このように、機能の委任の場合には、権限ある当局間での明確な取り決めが必要である（たとえば交換される情報のタイプ、情報交換の対象となる関連主題分野、権限ある当局の関与を維持するためのプロセス）。 

22 MACROBUTTON NUMBERING .

OECDは加盟国（および一部の非加盟国）の権限ある当局の包括的なリストを保持している。 

8.
情報交換の範囲
23 MACROBUTTON NUMBERING .

モデル租税条約第26条とモデル協定1条は両方とも、情報交換を「可能な限り広く」想定している。しかしそれらは「名前を特定しない情報収集」（“fishing expeditions”）すなわち公開の照会または調査と明らかなつながりを持たない、推論に基づく要請は許可していない。「関連すると予見できること」の基準によってこれら二つの矛盾する検討事項の間のバランスを捉えることができる。
 モデル協定は、具体的に「（要請された）情報が当該要請に関連すると予見できることを証明する」ために要請国が提供しなければならない情報のタイプを規定している。第5条（5）参照。この点に関して、モデル租税条約第26条はこれほど形式にはこだわっていないが、要請国は、要請に基づく情報交換のモジュールで説明したチェックリストに挙げられている項目を考慮しなければならない。ある国がこのチェックリストに挙げられている重要情報の提供を怠った場合、当該要請は名前を特定しない情報収集であると要請された権限ある当局は考える可能性がある。
24 MACROBUTTON NUMBERING .

情報交換は、租税に関して締約国の国内法令の管理または執行に関連すると予見できるすべての情報を含んでいる。さらに、モデル租税条約は、条約の規定を実施するための情報交換も考えている。一部の古い租税条約は、後者の範疇に情報交換を限定している（すなわち条約の規定を実施するための情報交換）。しかし、OECD加盟国の中でスイスだけが、まだそのような「狭い」情報交換条項を二国間租税条約に含めることを求めており、スイスは「両締約国の法律にしたがって拘留を受ける不正行為が関与する場合に」国内法のために情報交換を提供する意思がある。
 

25 MACROBUTTON NUMBERING .

コメンタリーの7項および8項にモデル租税条約第26条の範囲が例示されている。例えば、モデル租税条約第12条（使用料の支払い）を適用するために、居住地国は、その居住者に送金された使用料金額を源泉地国に尋ね、源泉国は、源泉徴収を免除するために、使用料の受領者の国に、受領者が居住者かどうか、使用料の実質所有者かどうかを尋ねることができる。さらに、第7条、第9条、第23条Aおよび第23条Bを適用するために、異なる国々の特殊関連企業間、またはある国の本社と他国にある恒久的施設間の適切な利益配分のための情報も必要になる可能性がある。第9条の適用に必要な情報には、企業が第9条の意味での関連企業かどうかを立証するための、外国企業の所有と支配に関する情報も含まれる。
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モデル租税条約第26条またはモデル協定第1条に基づく、国内法の管理または執行のための情報要請は、以下の項目のいずれか、またはすべてを含むことができる。

· 個人または法人の税務上の住所
· 法人の課税上のステータス
·  源泉地国における所得の性質
· 税務申告書上に表示された所得および費用
· 業務記録（例えば他の国の企業に支払われた手数料額を決定するため）
· 事業体の設立書類および株主/パートナーのその後の変更に関する書類
· 設立時の事業体の名称および住所、その後の名称および住所の変更 
· （情報）要請された事業体と同じ住所に存在する事業体の数 
· 関連する年度の役員、マネジャー、および会社のその他従業員の名前と住所、彼らの報酬、社会保障支払いの証拠（契約書および銀行勘定照合表）、および他企業との雇用に関する情報 
· 銀行記録 

· 会計記録および財務諸表
· インボイス、商事契約等の写し
· 両国の独立企業間取引で支払われた物品の価格 

· それぞれ各締約国に存在する二社の間の取引に、第三国であるC国の企業（A国もB国もC国と情報交換文書を交わしていない）が介在する、いわゆる三角取引に関連する情報。ここで、A国とB国は、自国の居住企業に正しく課税するために、C国の企業との取引に関する情報を交換する可能性がある。 

· 価格全般、納税者間に事業上の接触がなくても納税者によって請求された価格をチェックする必要がある。例えば、A国とB国の各々の納税者の間に事業上の接触がなくても、A国は、B国における類似取引における移転価格情報を参照して納税者の請求価格をチェックしたいと願うかもしれない（モデル租税条約第26条に関するコメンタリーの8項c）を参照）。
27 MACROBUTTON NUMBERING .

モデル租税条約とモデル協定に基づく情報交換の範囲は、また、統計、特定産業に関する情報、脱税の傾向、行政上の解釈及び慣行等、特定納税者に関するものではない秘密情報を交換することを許可している。 

9.
人的範囲
28 MACROBUTTON NUMBERING .

情報交換は締約国の居住者の事情についての情報に限らない。
一方の締約国の税務当局は、しばしば、第三国の居住者である特定の者が他方の締約国で行った活動についての情報を受け取ることに興味があると考えられる。これはその非居住者の租税債務が問題になっているからである。しかし、締約国がいずれの締約国でも課税対象ではない第三国居住者に関する情報の受領に興味があると考えられる場合がある。例えば、その情報が納税者または要請国の居住者である第三者の課税に関連するような場合である。もちろん、締約国は、当局が保持しておらず、その領域内の者の手中になく、管理下にもない第三国の居住者に関する情報を提供することはできない。この管轄権の限界の概念は、第26条では黙示されているが、モデル協定第2条では明示的に述べられている。
例1：Ａ国の居住者であるＡ銀行は、Ｂ国とＣ国の両国で支店業務を行っている。Ａ銀行は金融資産のトレーディングに従事しており、Ａ、Ｂ、Ｃ国の業務は高度に統合されている。Ｂ国におけるＡ銀行の支店の課税所得を決定する過程で、Ｂ国の権限ある当局が、Ｃ国でのＡ銀行の支店業務に関する情報をＣ国に要請する。
例2：Ａ国の居住者である部品製造業者Aは、Ｂ国居住者である関連のディストリビュータと、Ｃ国の居住者である独立のディストリビュータに部品を販売している。Ｃ国の税関当局は、ＡがＣ国のディストリビュータに請求した価格情報を記録している。Ｂ国の権限ある当局が、Ｂ国居住者であるディストリビュータが使用した移転価格の税務調査に関連して、ＡがＣ国のディストリビュータに請求した輸入価格に関する情報の提供をＣ国に要請する。
例3：ある信託には受託者が三名いる。受託者ＡとＢはＹ国に受託者ＣはＺ国に居住している。受託者ＡとＢはある取引に関与しているが、必要書類が受託者Ｃにより保持され、Ｃが写しの提供を拒否していることを理由に、取引に関する情報をＹ国の税務当局へ提供することを拒否している。Ｙ国の
権限ある当局は、Ｚ国の権限ある当局に、受託者Ｃから関連する文書の写しを入手するよう依頼した。
10.
対象税目
29 MACROBUTTON NUMBERING .

モデル協定に基づく情報交換は、協定がカバーする対象税目の管理と執行に適用される。
 モデル租税条約は異なるアプローチを採り、第26条は別の方法でカバーされていない税目にも適用される。第26条は、情報交換は「すべての種類の」租税に適用されると規定し、さらに情報の交換は第2条（対象税目）の規定によって制限されないと述べている。
このように、情報交換が可能な税の種類は第2条（対象税目）ではなく第26条が決めている。
例1：Ａ国とＢ国はOECDモデル租税条約に従った租税条約を締結した、すなわち、条約は通常所得と財産に対する課税のみカバーするが、情報交換規定にそのような制限はない。Ａ国の権限ある当局が、Ａ国の居住者の消費税債務を検証するために、Ｂ国の居住者に関するある取引情報の提供を要請する。Ｂ国の権限ある当局は、消費税が条約によって別の方法でカバーされていなことを理由に要請を断ることはできない。
例2：Ａ国とＢ国が所得と財産に対する課税のみをカバーする、モデル協定に基づいた租税情報交換協定を締結したことを除き、例1と同様のケース。消費税は協定によってカバーされていないため、Ｂ国の権限ある当局は要請に応じなくても良い。 

11.
対象年度
30 MACROBUTTON NUMBERING .

課税状況が調査される期間は国により異なり、課税年度開始日は暦年開始日と必ずしも一致しない。情報が提供される時期と情報が関連する年度の間に大きなタイムラグがある場合には、時効の問題が生じる可能性がある。情報の利用が無効となっているかどうかの問題は、情報が使用される国の時効規則を参照して判断されなければならない。一部の国々（例えばフランス）では、税務調査を受けている事件に関して情報要請を送付した場合、時効は停止する。情報交換に関する論点および効力発生と有効日の問題については、モデル協定第15条および第26条に関するコメンタリーの10.3項を参照のこと。
12.
情報交換の義務
31 MACROBUTTON NUMBERING .

情報の交換は義務的である。これは強調すべき重要なことである。モデル租税条約第26条およびモデル協定第1条は共に、第一文で“shall”を用いているためである。
モデル租税条約に関連して、関連する国内法令に基づく課税が条約に反していない限り、同条によって情報交換の義務が規定されている。
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情報交換の義務は、税務当局が保有するタックスファイルに含まれる情報に限定されない。要請された情報がタックスファイルから得られない場合、被要請国はその情報収集手段を使って、納税者または第三者からの情報入手に努めなければならない。
これには納税者またはその他の者が保持するビジネスアカウントの特別な調査が含まれる。被要請国が自国の税務上の目的から当該情報に興味があるかどうかは無関係である。情報は被要請国が自国の税法の管理または執行のためにそれを必要としない場合にも提供されなければならない。
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時には、証拠要件または他の法的要件を満たすために、締約国は特定の形式の情報を必要とするかもしれない。特に要請があった場合、権限ある当局は、国内法令に従って許される範囲で、情報を要請された特定の形式で入手するように努めるべきである。そのような形式の典型的な例には、証人の宣誓供述書および原本の認証済み写しが含まれる。
 

13.
情報交換の制限
34 MACROBUTTON NUMBERING .

情報提供の法的義務はいくつかの限られた状況で解除される。これらの例外はモデル租税条約第26条3項ないし5項およびモデル協定第7条に含まれている。
例外が適用されるまれなケースにおいては、締約国は情報提供義務を負わない。情報を提供するかしないかは、要請された締約国の裁量に委ねられる。したがってその義務がなくても権限ある当局は情報を提供して良い。権限ある当局が情報を提供しなくてもその行動は協定の枠内にある。例えば、ある要請が、営業上の秘密を含む可能性のある情報に関する場合、権限ある当局は、要請側の締約国の法令および慣習、ならびにモデル租税条約第26条2項（またはモデル協定の第8条）に従って課される守秘義務が、（取引ルールまたは守秘ルールがそれから情報を保護しようとしている）不正目的での情報使用が不可能なことを保証していると思われる場合は、かかる情報を提供して良い。情報を提供することに決めた場合、被要請国は、取引上の秘密またはその他の秘密が関係することを指摘して、要請国が最高の機密性を確保するために適切と考えられる追加手段または特別な手段を講じられるようにしなければならない。
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本セクションの残りの部分では、情報提供を拒否するために用いることができる理由について説明する。また、その目的には使えない幾つかの理由について説明する。
13.1
税務上の守秘義務
36 MACROBUTTON NUMBERING .

税務上の守秘義務とは、納税者および納税者の問題に関する情報が機密性を維持し、不当な開示から守られることを保証する、国内法令に基づく規定のことを意味する。したがって、情報交換における協力にとって、秘密情報が他国と交換された場合にも同水準の保護を受けられることが基本的に重要である。したがって、締約国から提供されたいかなる情報も秘密情報として扱われねばならない。
情報交換文書と受領国の適用国内法令によって機密性が維持されるのであるから、内国税の守秘ルールに違反する可能性があるという理由で情報提供を拒否することはできない。
13.2
相互主義
37 MACROBUTTON NUMBERING .

情報交換における相互主義とは、他方の締約国のために情報を収集する際、締約国は、同様の状況において、要請国自身が自国の法律に基づいて入手できる情報を入手提供する義務だけを負うということである。モデル租税条約は、さらに、被要請国は要請国自身が行政の通常の運営においては入手できない情報を提供する義務は負わないと規定している。
38 MACROBUTTON NUMBERING .

相互主義概念の基本的アイデアは、締約国は、自国の情報システムよりも他方の締約国の情報システムが広いシステムである場合、その他方の締約国の情報システムを利用できるべきではないという考え方である。
要請国が情報を入手または提供することが法律によって排除されているか、要請国の行政上の慣行の結果（例えば十分な行政資源を提供していない）相互主義が欠落している場合、被要請国は情報の提供を拒否できる。しかし、相互主義原則の適用が厳し過ぎると、有効な情報交換を妨げる可能性があり、相互主義は実際的な方法で広く解釈されるべきであると考えられる。相互主義原則とその意図された適用ついては、モデル租税条約とモデル協定のそれぞれのコメンタリーにおいて詳しく述べられている。
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実際上、被要請国が同様の状況で要請された情報を入手提供できるかどうかを権限ある当局が各々のケースで判断するのは困難であろうと思われる。この問題に対処するために、モデル協定は、要請国に相互主義の条件が満たされていることを確認する声明を出すよう求めている。
そのような声明が出されている場合には、被要請国は「明らかに声明は的確でないと信じる根拠がある」場合のみ、要請を断ることができる。
このメカニズムは、相互主義が満たされているかどうかの判断を容易にするために導入されたものである。モデル租税条約はそのような声明を要求していない。しかし、国内法令に基づいて、ある国が相互主義の条件が満たされている場合に限り協力できる場合、その国は、条約相手国が情報要請を行う都度、相手国に相互主義に関する同様の声明を含めるよう要求したいと望むだろう。そのような声明を含めることによって、さもなければ、被要請国の権限ある当局が要請を処理できるようになる前に追加的な質問をしなければならないことから生じる、追加的な行政負担が避けられる。
13.3
公の秩序
40 MACROBUTTON NUMBERING .

情報の提供を拒否するもう一つの理由は公の秩序の概念に関係している。
この用語の意味についてモデル租税条約第26条に関するコメンタリー（19.5項
）およびモデル協定第7条に関するコメンタリー（91項）は詳しく述べている。「公の秩序」とは、一般的に国家の死活的な利害（例えば要請された情報が国家秘密に関係する場合等）を指していうものである。「公の秩序」は、例えば、他国における税務調査が人種差別的または政治的訴追に動機付けられているような場合にも生じる可能性がある。したがって、この制約が実際に生じることはまれである。
13.4
営業上、事業上、その他の秘密
41 MACROBUTTON NUMBERING .

モデル租税条約第26条およびモデル協定第7条は、共に、いかなる営業上、事業上、産業上、商業上もしくは職業上の秘密もしくは取引の過程であれそれを開示する可能性のある情報を提供する義務はないことをはっきりさせている。
各々のコメンタリーは、これらの秘密をあまりに広義に解釈すべきではないことを説明している。特に、帳簿や記録を含む財務情報は、本来、営業上、事業上またはその他の秘密を構成しない。まれに、営業上、事業上、もしくはその他の秘密に関する問題が生じる可能性があるが、その場合には、かかる情報を提供するかどうかの判断は被要請国の裁量に任せられる。特別な場合に、締約国が営業上、事業上、もしくはその他の秘密を関連する文書から削除し、残りの情報を他方の締約国に提供すべきであるという理由から、一部の情報の提供を拒否する判断を下す場合がある。
権限ある当局の役割は、秘密情報を伝えるかどうかを判断することであり、情報を収集する地方税務当局は、何が機密事項になる可能性があるかを第一に指摘すべきである。すべての国において、通常の税務上の守秘義務は営業上、事業上の秘密を保護する。しかし、一般的に、かかる情報の税務当局への提供を拒否する権利は納税者にも第三者にもない。
例：Ｂ国の要請に応えて、Ａ国権限ある当局が、Ａ国の居住者である製薬会社Ｃの包括的調査を行う。その結果、Ａ国の権限ある当局は、製品の製造自体に関する非常に価値のある商業上の情報に触れる。そのような情報は上記の制限の対象となる可能性があり、Ａ国の権限ある当局はＢ国への情報提供を拒否するか、少なくともＢ国への回答から当該部分の情報を削除できるであろう。
13.5
弁護士・依頼者間秘匿特権
42 MACROBUTTON NUMBERING .

情報が顧客と弁護士、事務弁護士その他認可された法定代理人との間の機密情報を構成する場合、締約国は情報提供を拒否できる。しかし、何が機密情報を構成するかについての規則は、効果的な情報交換の妨げとなるような広い方法で解釈あるいは適用されるべきではない。特に、文書または記録を開示から保護するために弁護士、事務弁護士その他認可された法定代理人に渡された文書または記録に秘匿特権が適用されるべきではない。
さらに、被要請国は、要請国に代わって、弁護士・依頼者間秘匿特権の主張の妥当性を検証し、そのような妥当性が未解決であれば必要な場合には異議を申し立てることが期待されている。
13.6
銀行機密
43 MACROBUTTON NUMBERING .

ほとんどの国において、銀行および類似の金融機関には、顧客の財務の機密性を保護する義務がある。この義務（「銀行の秘密保持」）は、第三者への開示から銀行情報を保護するだけではなく、税務当局を含む政府当局によるかかる情報へのアクセスにも影響を及ぼす可能性がある。この点に関するOECD加盟国の慣行は報告書「租税目的のための銀行情報へのアクセスの改善」(“Improving Access to Bank Information for Tax Purposes”)（OECD, 2000）および2003年に刊行されたその最新版（「2003年進捗報告」）(“2003 Progress Report”)に要約されている。 
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モデル租税条約とモデル協定は共に、銀行の秘密保持は情報の提供を拒否する理由にはなり得ないと規定している。
したがって、締約国の権限ある当局は、直接または間接に、司法または行政プロセスを通じて、銀行または他の金融機関が保有する情報にアクセスし、かかる情報を他方の締約国に提供する権限を持つ必要がある。それぞれのコメンタリーは、この点についてより詳しく述べている。
 

13.7
名義人、代理人、受託者によって保有されている情報および所有者情報
45 MACROBUTTON NUMBERING .

情報の要請に対して、当該情報が名義人もしくは代理人もしくは受託者によって保有されているというだけで、あるいはそれが所有権に関係することを理由に、情報提供を拒否してはならない。
例えば、単に国内法令または慣行上、所有権情報が事業上の秘密とみなされる可能性があることを理由に情報提供を拒否することはできないと考えられる。コメンタリーはこの点に関してさらに詳しく述べている。

例1：税務調査中に、Ｙ国の居住者Ａは、彼がＺ国の居住者Ｂに行った支払いは、その身元および住所が彼には不明である別の個人Ｃにより提供されたサービスに関する支払であると主張する。Ｙ国の権限ある当局は、ＣがＹ国の居住者であろうと考えて、Ｂは代理人/受託者として行動しているように思われるにもかかわらず、Ｚ国の権限ある当局にＢからＣの身元情報を入手するよう要請する。
例2：Ｙ国の税務当局の法人Ａに関する調査によって、Ｚ国の居住者である法人Ｂへのロイヤルティが支払われていることがわかった。Ｙ国の権限ある当局は、この支払いが最終的にＹ国の居住者である個人Ｃの利益のために行われたものと考え、Ｚ国の権限ある当局にアプローチし、Ｂ社とＢ社が受領した支払に関する情報の提供を要請する。法人Ｂは、同社を支配している個人は法人Ａの元従業員であり、その身元が明かされれば、その個人に対して民事訴訟が開始される可能性があると主張した。同社の抗議にもかかわらず、権限ある当局は法人Ｂの所有権の詳細情報の提供の要請を拒否できなかった。
13.8
自国の課税利益
46 MACROBUTTON NUMBERING .

「自国の課税利益」の概念は、締約国が自国の課税上の目的で要請された情報に利益がある場合に限り、他方の締約国にそれを提供できる状況について述べたものである。自国の課税利益の要件を情報提供の拒否の根拠とすることはできず、締約国は、単に他方の締約国のための情報の入手、提供のために行使された場合であっても、その情報収集手段を駆使しなければならない。
2003年進捗報告に述べられているように、もはや自国の課税利益を要件とするOECD加盟国は存在しない。
13.9
準拠する文書の条件に基づく要請
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モデル協定は、要請が協定に従ってなされていない場合、締約国は情報の提供を拒否できると明示的に規定している。
例えば、モデル協定第5条(5)は、要請に関して要請国が被要請国の権限ある当局にある一定の情報を提供することを要求している。かかる情報が提供されなければ、要請は「協定に従って」なされていないので、被要請国は要請を拒否できる。この点に関して、モデル租税条約はこれほど形式にはこだわらず、権限ある当局により多くの裁量の余地を残しているが、基本的原則は同様に適用される。例えば、要請国が進行中の調査もしくは照会に対する要請された情報の関連性を明示できない場合、この要請は「関連すると予見できること」の基準を満たしておらず従って第26条の範囲外なので、被要請国はこの要請を拒否できる。もちろん、被要請国は、このような根拠で要請を断る前に、この点について他の権限ある当局の説明を求めるべきである。 

13.10
無差別扱い
48 MACROBUTTON NUMBERING .

権限ある当局被要請国の国民に対する差別が関係する事案では、情報の提供を拒否できる。この規則はモデル協定第7条6項に含まれている。モデル租税条約の文脈では、この規則は、第26条1項の第一文（「課税がこの条約の規定に反しない場合に限る。」）と第24条1項とを併せて読むときに生じるものである。この問題は例外的な状況でのみ生じるものであるため、実際的な関連性は低いものと思われる。

13.11
国内法令および慣行に抵触する措置をとる義務はないこと
49 MACROBUTTON NUMBERING .

モデル租税条約は、締約国はその法令および行政上の慣行に抵触する行政上の措置を取る義務を課されないと規定している。
これは、締約国は、自国の課税が危機に瀕した場合に取ると考えられる措置以上の措置を取るべきではない－ただしそれ以下でもない－という考え方に基づいている。したがって、権限ある当局の所有する情報が要請に答えるためには十分でない場合、締約国は、事業の特別な調査を含む関連するあらゆる情報収集手段を取る必要がある。但し、それは締約国が自国の租税目的であれば同様の手段を取ると考えられることが前提となる。
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モデル協定は同様の規則を含んでおり、
権限ある当局が所有している情報が要請に答えるためには十分でない場合は、被要請国は、要請された情報を提供するためにあらゆる適切な情報収集手段を取る必要がある、と規定している。要請された情報がそれによって入手できる場合、情報収集手段は「適切」である。特定のケースでどの情報収集手段が適切かを決めるのは被要請国の権限である。
 

13.12
行政の通常の運営において入手することができない情報を提供する義務はない
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モデル租税条約の第26条3項b）は、情報が締約国の法令の下においてまたは行政の通常の運営において入手できない場合、締約国は自由に情報提供を拒否できると規定している。モデル協定は第26条に類似した規定を含んでいない。
しかし、両者共に、国内法令または国内の行政法上の慣行にかかわらず、締約国は、情報提供を拒否する根拠として、銀行の秘密保持または自国の課税利益の要件を使ってはならないと規定している。
さらに、情報が名義人もしくは代理人もしくは受託者によって保有されていることを理由に、あるいはそれが所有権に関係することを理由に要請を拒否することはできない。
このように、モデル租税条約とモデル協定に基づく結果は概ね同じである。
14.
情報収集手段 
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要請された情報はすでに被要請国の税務当局が自由に使えるかもしれないし、特別な情報収集手段が必要かもしれない。個別のケースにおいてどの特定の情報収集手段（複数の場合もある）が適切かは、関連するすべての事実および状況に依存する。情報収集手段には以下のタイプの手段が含まれると考えられる。但し、それらの手段が被要請国の行政法上の慣行に従っていなければならないことは当然である。
· 情報を知っている者あるいは情報を所有、保管、もしくは支配している者に質問する。
· 自発的な協力が得られない場合は、ある者に指定の日時および場所に出頭し証言するよう要求する。
· ある者が証人指定の日時および場所に出頭しない場合は、その者に出頭させる手段を講じる。
· 書籍、文書、記録、またはその他の有体物の提出を要求する。
· 書籍、文書、記録、またはその他の有体物を提出する個人に当該物が保存されているまたはいた目的および方法について質問する。
· 証言あるいは書籍、文書、記録、またはその他の有体物の提出を行う個人に宣誓させる。 

· 調査対象の帳簿や記録、または他の有形財産の所在を確認しそれらを確保するために施設に立ち入り、探索する。
· 書籍、文書、記録、または他の有形財産の真正な写しを取る。
· 証言あるいは書籍、文書、記録、またはその他の有体物の提出を行う個人が回答することが求められる書面による質問を送ることを要請国の権限ある当局に許可する。
15.
手続上の権利および安全措置
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国内法令は情報収集手段、またはより一般的に、情報交換によって影響を受けた人々のために、様々な手続上の権利および安全措置を規定している。そのような権利および安全措置には、通知規則、通知を受けて情報交換に異議を申し立てる権利、あるいは被要請国が講じた情報収集手段に異議を申し立てる権利が含まれる。
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いくつかのOECD加盟国は、ある特定の状況で、調査を受ける納税者および/または情報提供者に対し通知する必要がある。これによって通知を受けた者に、単に情報交換に関する通知を受ける権利、相談を受ける権利、あるいは情報交換に異議を申し立てる権利さえ生じる。一部の国々は、脱税のケースでこれらの通知要件を解除するか、通知を交換後に遅らせている。連邦裁判所が通知した場合調査が台無しになると判断すれば通知義務は解除されるケースもある。したがって、通知を阻止したければ、権限ある当局は要請の中に不正行為の疑いの有無を指摘しておくべきである。通知が必要な国々では、納税者は一般的に情報交換に抗議する権利を有している。欧州連合の加盟国間でのVATに関する情報交換のケースでは、通知権はもはや適用されない。
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このような情報交換のための権利と安全措置の予期される結果に鑑み、締約国は、租税情報交換協定あるいは租税条約の締結時およびその後関連規則の修正の都度、通知に関する法律または行政法上の慣行（および関連するいかなるその他の手続上の権利および安全措置）について互いに情報を提供しておくべきである。

16.
受領した情報の守秘義務 
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受領した情報は秘密として取り扱われねばならない。
モデル協定は、受領した情報は協定が対象とする税目の賦課、徴収および執行（起訴または上訴の決定を含む）に関わる者または当局（裁判所および行政機関を含む）にのみ開示することができ、また情報はかかる目的にのみ使用できると規定している。被要請国の権限ある当局の書面による明示的な同意なしに、他のいかなる者または第三の法域にも情報を開示してはならない。
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開示規則に関して、モデル租税条約はいくつかの点でモデル協定と異なっている。第一に、モデル租税条約は監督機関への開示も許している。
監督機関は、締約国の政府の行政の一環として税務執行当局を監督する当局である。
第二に、モデル租税条約はいかなる他の者、事業体、当局または法域への開示も許していないが、モデル協定は被要請国の権限ある当局の書面による同意があればそのような開示を許している。最後に、モデル協定とモデル租税条約は共に情報が秘密に保持されることを要求し、開示が許される者を指定しているが、モデル租税条約には「国内法令に基づき得た情報と同様に秘密として」取り扱わねばならないという追加要件が含まれている。
しかし、協定も条約も情報を開示して良い者を指定している（従って最低限の守秘義務は確保している）ため、両者の論述に実際的な相違はないと思われる。
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一部の国の規則では、特別な手続規則が機密情報に適用される。例えば、銀行情報の提供に関連して、ハンガリーは、ハンガリーが提供した情報の秘密保持を確認する声明に要請側の権限ある当局が署名することを要求する。 
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守秘義務規定は、要請の中で提供された情報と要請に対する回答の中で提供された情報の両方を含む、あらゆるタイプの情報に適用される。締約国の国内法令に基づく守秘義務規定がモデル協定またはモデル租税条約に基づくそれより狭ければ、モデル協定またはモデル租税条約の規定は影響を持たない。しかし、国内規則の方が広い場合、海外から受領した情報の利用は秘密条項によって制限される。地方税務当局は、受領した情報の開示に関して生じる可能性のあるいかなる問題についても、権限ある当局に問い合わせる義務がある。
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受領した情報は納税者、その代理人、または証人にも伝えることができる。しかし、そのような開示は許されるが要求されてはいない。実際、納税者またはその代理人への開示は、ある場合（例えば情報が秘密で提供され、それを納税者に開示しないことに情報源が法的な利益を有する可能性があるような場合）には問題を引き起こす可能性がある。同様に、権限ある当局はいかなる情報交換に関する当局の通信も機密扱いとしたいであろう。したがって、情報を提供する権限ある当局は、提供される情報（関連する通信を含む）のいかなる一部を納税者その代理人、または証人に開示することにも異論があるかどうか知らせるべきである。必要があれば、権限ある当局は相互に受け入れ可能な解決策を探すためにかかる問題について協議を行うべきである。 
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情報は納税者またはその代理人に開示される可能性があるため、それは情報が納税者に引き渡されるべきかどうかを判断する責任を持つ政府または司法当局にも開示される可能性がある。
このケースは、税務当局によって自身のファイルへのアクセスを拒否された納税者に検討または上訴機関による決定の見直しを求める権利がある国で生じる可能性がある。論理的には、この機関は決定を下すために当該情報を見る必要がある。
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多くの国々には、政府文書および記録へのアクセスを許可する情報の自由もしくはその他の法律等の国内の情報公開法がある。情報交換文書の秘密条項は、秘密条項の中で参照されていない者への開示を許すいかなる国内規則にも優先することを意図している。
条約の交渉に従事している国でこの原則に従うことが出来ない国は、この点について他方の締約国に指摘しておくべきである。裁判所の決定またはその後の法律の変更によってこの問題が生じたときは、権限ある当局はできる限り早い機会に他方の権限ある当局に通知すべきである。租税条約の秘密条項は国際法に基づく義務を発生させることに注意すべきである。租税条約または租税情報交換協定に基づいて提供された情報の引き渡し要求に直面したいかなる者も権限ある当局の助言を求めなければならず、かかる権限ある当局もまた、当該情報を提供した権限ある当局にそれを通知する可能性がある。
17.
他の目的のための情報の使用 

63 MACROBUTTON NUMBERING .

交換された情報を他の目的に使用してはならない。したがって、モデル租税条約または モデル協定に基づく情報を課税以外の目的に使用してはならない。例えば、モデル租税条約またはモデル協定に基づいて入手された財務情報を非財務犯罪の訴追のために使用してはならない。その情報が他の目的で受領当事者に価値があると思われる場合、受領当事者は例えば、司法共助条約等、その目的のために特別に用意された手段を用いなければならない。外国の権限ある当局により提供された情報が、情報提供のベースとなった文書がカバーしている租税目的以外の目的に利用される可能性が疑われる場合、地方税務当局は常に権限ある当局の助言を求めなければならない。
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しかし一部の国々は、マネーローンダリング、汚職またはテロリズムの資金調達等の問題で、税務当局が他の捜査当局および司法当局と租税情報を共有するよう求めている。この結果、これらの国々は、租税情報交換協定に基づいて受領された情報をそのような他の当局と共有することを許す具体的な言い回しを二国間条約に含めることを望むものと思われる。モデル租税条約に対するコメンタリーは、このために利用できる言い回しを提供している。

18.
情報交換の費用
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費用の問題はモデル協定第13条で明示的に扱われている。添付のコメンタリー（98項および99項を参照）は、締約国が情報交換に関連する費用を割り当てる際に使える方法やアプローチについて詳しく述べている。実際上、一部の租税情報交換協定は、経常費用と特別費用とを区別し、被要請国は経常費用を負担する義務を負うが、すべての特別費用を負担する義務を要請国に負わせている。
「特別費用」には、例えば、要請国の要請により特定の手続様式が用いられた場合に発生する費用、被要請国が情報（例えば銀行情報）を獲得した入手先の第三者に発生する費用、または必要に応じ、例えば事案を解明するためあるいは添付文書を翻訳するための専門家、通訳、または翻訳にかかる補足費用、または要請国の要請に基づいて取った措置により被要請国が当該納税者に支払わなければならなくなった損害賠償等が含まれることが予定されている。他の租税情報交換協定では、直接費用と間接費用が区別され、要請国はすべての直接費を負担することを義務付けられている。
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モデル租税条約は費用に関する規定を含んでおらず、費用に関して生じるいかなる問題も権限ある当局の間で協議されなければならない。実際問題として、国々は、費用が非常に高ければ現実的な解決策を見出す心積りである。被要請国の負担を軽減するために、要請国が、翻訳代と認証謄本費の負担を申し出るとともに、条約相手国が自由に使えるように人的資源および機器を提供した例がある。これらのケースでは、国内法令の下で許される場合、「海外税務調査」の一環としての外国の調査官の調査への参加が被要請国の費用の軽減の手段になるかどうかも検討する価値がある。いずれにせよ、タイムリーで費用効率の良い解決を可能にするために、早い段階でこの問題に対処することが重要である。 

19.
納税者番号（TIN）の利用
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ほとんどのOECD加盟国は居住納税者に納税者番号を割り当てており、一部の国々では、さらに、ある特定の状況で非居住者にもそれを割り当てている。1997年、OECD理事会は、「国際的コンテクストにおける納税者番号の使用に関する勧告」（C（1997）39/FINAL）を採択した。TINは納税者の識別に使用され、自動マッチングプログラムの要になっている。納税者番号の知識は条約相手国から自動的に受領された情報を処理する上で有用である。納税者番号の提供は迅速な納税者の識別を容易にするため、情報の要請もしくは回答、または自発的な情報提供を行う場合にも重要である。したがって法的に納税者番号の提供が可能な場合、現場の調査官は情報の要請または送付を行う際、それらを自国の権限ある当局に提供すべきである（もし知られていれば源泉地国の納税者番号と居住地の納税者番号の両方）。


























































































� 便宜上本マニュアルの全体を通じ用語「締約国」を使用する。この用語がモデル租税条約中の「締約国」への言及を含むことが意図されている。


� モデル協定第5条1項。


� モデル租税条約またはモデル協定に含まれている規定以外の情報交換規定を実施するための特定のマニュアルがあるか今後公表される場合には、それらのマニュアルが本マニュアルに優先する。


� 欧州/OECD共助条約第27条、モデル協定第12条、およびモデル租税条約第26条に関するコメンタリーの項5.2.を参照、またEU加盟国は1977年EC指令“Applicability of wider-ranging provisions of assistance”（より広範囲の共助規定の適用性）第11条も参照のこと。


� 例えば、国際協定がなくても刑事事件における情報交換を許可する可能性のある司法共助条約または国内法令の規定。


� 例えば、証拠目的で記録原本の押収が要請され、要請が司法共助条約に基づいている場合に限りそのような措置を要請国が取れる場合。


� モデル租税条約第26条とモデル協定第12条は、単に異なる情報交換文書の共存の可能性を認めているだけである。


�欧州/OECD共助条約は刑事訴訟の準備のための情報交換をカバーしているが、裁判機関での刑事訴訟開始後は適用されない。コメンタリーの9項および56項を参照。 


� 例えば、国内法令が関連する情報収集手段のタイプおよび様式（例えば証人の宣誓証言）を決定している可能性がある。33項も参照。


�  欧州/OECD共助条約には、要請に基づく情報交換、自発的情報交換、自動的情報交換、および同時税務調査、海外税務調査を扱った特定の条項が含まれている。第5条ないし第9条を参照。 


�欧州/OECD共助条約は、締約国が自発的に情報を提供すべき状況を具体的に規定している。第7条(a)ないし(e)を参照。


� モデル租税条約第3条(1)(f)、モデル協定第4条(1)(b)。このアプローチは欧州/OECD評議会の税務執行共助条約にも見出される、第3条(1)(d)参照。


� モデル租税条約第26条の前バージョンは「必要であること」の基準を用いていた。コメンタリーは「必要であること」から「関連すると予見できること」への変化は、規定の効果の変更を意図したものではなく、このバランスをよりよく表現し、モデル協定との整合性を達成するために行なわれたものであると説明している。第26条に関するコメンタリーの4.1項および5項を参照。欧州/OECD共助条約も「関連すると予見できること」の基準として用いている。第4条(1)参照。


� モデル租税条約第26条に対するスイスの留保を参照。 


� このリストは例示を目的としたものであり、網羅的であることを目指してはいない。さらに、情報の要請は以下の37項ないし39項で説明されている相互主義の要件を前提としていることに注意すべきである。 


� モデル租税条約第26条の1項、モデル租税条約第2条および欧州/OECD共助条約第1条3項を参照。 


� 欧州/OECD税務執行共助条約は、第2条1項に適用対象税目を列挙している。


� 2005年時点で有効なほとんどの二重課税条約は、すべての種類の租税をカバーしてはおらず、条約がカバーする税目に限定される。


� 同じ表現が欧州/OECD税務執行共助条約でも使用されている。第1条1項、第4条1項、および第7条1項を参照。


� モデル租税条約第26条に関するコメンタリーの16項、モデル協定第5条2項、および欧州/OECD税務執行共助条約の第5条2項を参照。


� モデル租税条約第26条に関するコメンタリーの10.2項、モデル協定第5条(3)および添付コメンタリーを参照。


� 欧州/OECD税務執行共助条約では例外は第19条と第21条2項に含まれている。


� 第26条2項；モデル協定第8条、欧州/OECD税務執行共助条約第22条。


� モデル租税条約第26条3項のa)およびb)、およびモデル協定第7条1項（第一文）、欧州/OECD税務執行共助条約第21条2項のa)およびc)を参照。


� モデル租税条約第26条に関するコメンタリーの15項ないし15.2項、モデル協定72項ないし74項、欧州/OECD税務執行共助条約に関するコメンタリーの189項、195項および196項を参照。第26条に関するコメンタリーの前バージョンは、相互主義の原則について現バージョンほど詳しく述べてはいなかった。しかし、新たに追加された15.1項、15.2項および18.1項、ならびに15項に追加された言葉は条項の効果を変更しようとしたものではなく、明確化しようとしたものと理解すべきである。


� 第5条5項のf)を参照。


� モデル協定に関するコメンタリーの76項を参照。


� モデル租税条約第26条3項のc)、モデル協定第7条4項、欧州/OECD税務執行共助条約第21条2項の(d)を参照。


�第26条に関するコメンタリーの前バージョンは、用語「公の秩序」の意味について簡単にしか触れていなかった。しかし、現バージョンにおける広範囲の論議は用語の意味を変更しようとしたものではなく、明確化しようとしたものである。


�欧州/OECD税務執行共助条約に関しては、第21条2項の(d)を参照。


� 営業上、事業上、その他の秘密についてより詳しくは、モデル協定に関するコメンタリーの78項ないし83項、およびモデル租税条約第26条に関するコメンタリーの19項ないし19.2項を参照。第26条に関するコメンタリーの前バージョンは、用語「営業上、事業上、産業上、商業上もしくは職業上の秘密もしくは取引の過程」の意味について詳しく述べていなかった。しかし、現バージョンにおける新しい言葉遣いは、用語の意味を変更しようとしたものではなく、用語の意味を明らかにし説明しようとしたものである。


� 弁護士・依頼者間秘匿特権についてより詳しくは、モデル租税条約第26条に関するコメンタリーの19.3項および19.4項、およびモデル協定第7条3項と添付のコメンタリー（84項ないし90項）を参照。第26条に関するコメンタリーの前バージョンは弁護士・依頼者間秘匿特権または類似の特権について述べていなかった。しかし、現バージョンに含まれる新しい言葉遣いは、情報交換の義務の制限に関する実質的な規則に影響を与えることなく、単にこれらの概念を説明したものである。





� モデル協定第5条4項およびモデル租税条約第26条5項を参照。5項は現バージョンの第26条に追加されたもので、前バージョンに同等の規定はなかった。しかし、第26条に関するコメンタリーは、5項の追加は「前バージョンの第26条は銀行情報の交換を承認していなかった」ことを示唆すると解釈されるべきではないと説明し、さらに「OECD加盟国の大多数は、前バージョンの第26条の下で、すでに銀行情報を交換していた」と述べている。第26条に関するコメンタリーの19.10項を参照。オーストリア､ベルギー､ルクセンブルグおよびスイスは5項を留保していることに注意されたい。


� モデル租税条約第26条に関するコメンタリーの19.10項ないし19.15項およびモデル協定に関するコメンタリーの46項ないし48項を参照。OECD諸国における銀行情報へのアクセスに関する特定国の手続およびその他規則について詳しくは、国別プロフィールに関するモジュールを参照。幾つかの国々はこの点に関して特定の規則を有している。


� モデル協定第5条4項および、モデル租税条約第26条5項を参照。5項は第26条の現バージョンに追加され前バージョンに同等の規定はなかった。詳しくは脚注33を参照。


� モデル協定に関するコメンタリー46項以下およびモデル租税条約第26条に関するコメンタリーの19.12項ないし19.15項を参照。 


� モデル租税条約第26条4項；モデル協定第5条(2)。4項は、要請された情報が国内の租税目的上被要請国に必要ではない状況における情報交換義務を明示的に扱うために、現バージョンの第26条に追加された。この義務は前バージョンでは同規定の中で明示的には述べられておらず、コメンタリーに反映されていた。第26条に関するコメンタリーの16項は、この義務は、加盟国が従っている慣行によって明らかに証拠だてられていると規定している。すなわち、締約国は条約相手国から要請された情報を収集する際、その目的では当該情報を必要としていないにもかかわらず、しばしば、国内税を徴収するために法律で与えられている特別捜査または調査権を使用することがある。このように、新しい4項の追加は明確化のための追加とみなされるべきである。


� 第7条1項参照。


�欧州/OECD税務執行共助条約に関しては、第21条2項(f)を参照。


� モデル租税条約第26条3項a）。以前は第26条2項a）。欧州/OECD税務執行共助条約に関しては、第21条2項(c)を参照。


� 第5条2項。


� モデル租税条約とモデル協定は異なるアプローチを使って類似の結果に達している。モデル租税条約は、両締約国はともに税制を持っているのであるから、事案が自国に関係するか条約相手国に関係するかにかかわらず、同じタイプの情報収集手段が使用されるはずであるという前提で構築されている。しかしモデル協定は、締約国に直接税制がない可能性もある状況で開発された。そのような国は、税関連のいかなる国内の情報収集手段を持っていない可能性があり、モデル租税条約で使われている「相互主義のアプローチ」は適用できない。したがってモデル協定は単に「あらゆる適切な情報収集手段」に言及している。 





� 前の脚注ですでに触れたように、モデル租税条約は、締約国がともに税制を持っていることを前提とする「相互主義のアプローチ」を用いている。この前提は当事者の一方に直接税制がない可能性がある状況で開発されたモデル協定に関しては有効ではない。この場合は「相互主義アプローチ」は適用できない。直接税制がない国では「通常の（税務行政の）運営」はなく、国が課税しなければ、いかなる情報も国内税目的で「入手可能」ではない。





�モデル租税条約第26条4項および5項、モデル協定第5条2項および4項を参照。 


� モデル租税条約第26条5項およびモデル協定第5条(4)(b)を参照。


� より詳しくは国別プロフィールに関するモジュールを参照。 


� モデル租税条約第26条に関するコメンタリーの14.1項も参照。


� モデル租税条約第26条2項、 第8条 モデル協定、第22条 of 欧州/OECD税務執行共助条約を参照。


� これは前バージョンの第26条からの変更点である。前バージョンの第26条では、監督機関に情報を開示することはできなかった。 


� モデル租税条約第26条に関するコメンタリーの12項および12.1項を参照。


�再び、モデル協定は一方の当事者に直接税制がない状況での使用も想定して開発されたことを念頭に置く必要がある。ある国に直接税制がなければ、税務上の守秘義務に関する国内規則があるとは考えにくく、参照は意味がないと思われる。さらに、欧州/OECD税務執行共助条約第22条の守秘義務は「一方の当事者によって入手された情報はその当事者の国内法令に従って入手された情報と同様に、あるいは、それがより制限的な条件である場合には、情報提供側当事者で適用される守秘条件に従って、秘密として取り扱われなければならない」と要求していることに注意すべきである。


� モデル租税条約第26条に関するコメンタリーの12項を参照。第26条に関するコメンタリーの前バージョンにはそのような説明は含まれていなかった。しかし実質上の変更は何も意図されていない。


� モデル租税条約第26条に関するコメンタリーの12項はこの点をはっきりと説明している。


� デル租税条約第26条に関するコメンタリーの12.3項を参照。また同様の言い回しが欧州/OECD税務執行共助条約第22条4項に含まれていることに注意。 


� このアプローチは欧州/OECD税務執行共助条約第26条にも見られる。
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